














国　籍 2020 年 2021 年 2022 年 2023 年 2024 年 2025 年
ベトナム 249 327 236 278 332 399
インドネシア 004 004 006 062 157 224
ミャンマー 000 000 006 005 026 052
フィリピン 012 011 013 014 018 024
ロシア 029 023 022 021 020 019
中国 006 005 005 005 005 005
韓国 005 004 004 005 005 004
ネパール 000 003 005 006 004 005
スリランカ 000 000 000 000 000 004
英国 001 001 001 002 002 002
米国 002 001 000 001 002 002
朝鮮 001 001 001 001 001 001
オーストラリア 000 001 001 000 000 000
カナダ 000 000 000 000 000 001
合計 309 381 300 400 572 742





在留資格 根室市 全国 北海道 札幌市 釧路市 紋別市 中標津町

技 能 実 習
348 425,714 16,075 2,864 453 509 62

（57.8%） （11.9%） （26.7%） （14.6%） （35.9%） （62.8%） （22.0%）

特 定 技 能
193 251,747 10,895 1,488 344 212 48

（32.1%） （07.0%） （18.1%） （07.6%） （27.3%） （26.1%） （17.0%）

永 住 者
21 902,203 6,614 3,636 103 21 19

（03.5%） （25.1%） （11.0%） （18.5%） （08.2%） （02.6%） （06.7%）

技術・人文知
識・国際業務

13 394,295 5,470 2,015 106 18 7

（02.2%） （11.0%） （09.1%） （10.3%） （08.4%） （02.2%） （02.5%）

日 本 人 の
配 偶 者 等

9 150,208 2,122 979 33 11 10

（01.5%） （04.2%） （03.5%） （05.0%） （02.6%） （01.4%） （03.5%）

特 定 活 動
5 84,629 2,193 463 36 12 33

（00.8%） （02.4%） （03.6%） （02.4%） （02.9%） （01.5%） （11.7%）

定 住 者
3 221,217 570 287 5 5 7

（00.5%） （06.2%） （00.9%） （01.5%） （00.4%） （00.6%） （02.5%）

家 族 滞 在
2 283,204 3,152 1,455 46 6 4

（00.3%） （07.9%） （05.2%） （07.4%） （03.6%） （00.7%） （01.4%）

特 別 永 住 者
2 277,664 2,733 1,516 68 6 16

（00.3%） （07.7%） （04.5%） （07.7%） （05.4%） （00.7%） （05.7%）

留 学
0 368,589 5,242 3,310 9 1 66

（00.0%） （10.3%） （08.7%） （16.9%） （00.7%） （00.1%） （023.4%）

そ の 他
6 229,486 5,207 1,593 58 10 10

（01.0%） （06.4%） （08.6%） （08.1%） （04.6%） （01.2%） （03.5%）

合 計 602 3,588,956 60,273 19,606 1,261 811 282







取 組 名 取 組 内 容 担 当 課

ホームページの多言語化 外国人市民や観光客の国籍・言語傾向を踏まえ、
市ホームページを自動翻訳により 6 か国語へ対応。 情報管理課

啓発資材の作成・配布 漁業資源の保護や地域ルールの周知を目的に、啓
発資料を多言語で作成し、配布。 水産振興課

ゴミの分別指導
外国人技能実習生向け「根室の生活に係る説明会」
において、ゴミ分別方法を説明し、多言語版の分
別ポスターを配布。

生活環境課

市 防 災 ハ ザ ー ド マ ッ プ
（Web 版）の多言語化

市防災ハザードマップ（Web 版）を英語・ベトナ
ム語へ対応。 危機管理課

インバウンド受入れ環境の
整備

飲食・宿泊・観光施設等における多言語案内や翻
訳機器の導入を支援。 商工労働観光課

観光情報発信の推進
台湾・英国・米国向けに、利用者特性に応じた動画・
バナー広告を実施したほか、台湾人インフルエン
サーを招聘し、英語・中国語の記事を発信。

商工労働観光課

公共施設における多言語化
公共施設内及びホームページの案内表示に英語表
記等を導入したほか、施設内案内ではピクトグラ
ムを活用。

農林課、図書館

日本語の自主学習支援 日本語学習に資する図書を整備。 図書館

外国人市民向け防災・救急
講習の実施

外国人技能実習生を対象に、就業前研修として、
防災講座や応急手当法・心肺蘇生法等の講習を実
施。

危機管理課
救急通信課

取 組 名 取 組 内 容 担 当 課

子育て分野における他機関
との連携

母子保健等で把握した情報を関係機関と共有し、
虐待が疑われる通報について児童相談所等と連
携。

こども支援課

外国人保護者への学校生活
の情報提供

日本語指導が必要な児童生徒の就学にあたり、文
部科学省作成のガイドブックを活用して、入学通
知時にやさしい日本語で案内。

教育総務課

多言語対応の図書購入 外国人児童も利用できるよう、多言語対応の絵本
等を整備。 図書館

外国人技能実習生等の
「20 歳のつどい」体験

振り袖の着付けを体験するなど日本の伝統文化に
触れられるよう、外国人技能実習生等に対し 20
歳の節目を祝う「20 歳のつどい」への参加を促進。

社会教育課

国際理解教育の推進
学習指導要領に基づき、総合的な学習や道徳教育を
通じて、郷土を大切にしながら外国の人々や文化を
尊重する心を育む授業を推進。

教育総務課



対 象 者 ： 16 歳以上の日本国籍住民から無作為抽出した 2,000 名

調 査 期 間 ： 2025 年 8 月 25 日～ 10 月 1 日

調 査 方 法 ： 郵送配布、回収は郵送・オンライン併用

回 収 結 果 ： 524 件（26.2％）

対 象 者 ： 16 歳以上の全外国籍住民 797 名

調 査 期 間 ： 2025 年 8 月 25 日～ 10 月 1 日

調 査 方 法 ： 郵送配布、回収は郵送・オンライン併用

回 収 結 果 ： 169 件（21.2％）













№ 取組名 取組内容 担当課

1 市民周知の多言語化
市ホームページや広報誌、SNS などで生活やイ
ベント情報などを多言語で発信することに努め
ます。

各課

2 地域生活及び公共施設
利用支援

公共施設の案内表示の多言語化やピクトグラム
の活用を推進し、行政手続きや地域生活に必要
な情報をまとめたツールの提供に努めます。

各課

3 社会的なルール等の周
知・対応

共に安心して暮らしていく上で、守らなければ
ならない社会的なルール等の周知・対応に努め
ます。

各課

№ 取組名 取組内容 担当課

4 多言語対応体制の整備
やさしい日本語、翻訳ツール、多言語対応人材
を活用し、主要窓口において相談・手続きなど
の多言語対応を推進します。

各課

№ 取組名 取組内容 担当課

5 日本語学習環境の充実
日本語教室の開催、自主学習の環境整備に加え、
日本語能力向上に資する支援策の検討など、日
本語学習機会の充実を図ります。

国際交流室、
商工労働観光課、
社会教育課、
公民館、図書館



№ 取組名 取組内容 担当課

6 外国人材の受入れ・定
着に向けた環境整備

事業者による労働・生活環境整備への支援を、
外国人材の受入れにも対応できるよう拡充し、
多様な人材が働きやすい環境づくりを進めます。

商工労働観光課
及び各課

№ 取組名 取組内容 担当課

7 市防災ハザードマップ
（Web 版）の多言語化

外国人市民の国籍構成に合わせて、防災ハザー
ドマップ（Web 版）の多言語化を推進します。 危機管理課

8 避難所等における多言
語対応の環境整備

災害時に外国人市民が円滑に避難できるよう、
避難所運営に関する多言語対応の整備を推進し
ます。

危機管理課
国際交流室
社会福祉課

9 防災・救急活動への参
加促進

外国人市民を対象とした、防災講習や救急講習
の実施に加え、防災訓練への参加を促進します。

危機管理課
救急通信課

10 日本人市民の災害対応
力の向上

外国人市民と共に安全に避難・支援できるよう、
日本人市民を対象に多文化共生の視点を踏まえた
防災講習や避難所運営訓練を実施し、災害時の受
入れ・支援体制の強化を図ります。

危機管理課
国際交流室



№ 取組名 取組内容 担当課

11
外国にルーツを持つ子
どもの就学・生活支援
の充実

学校や関係機関と連携し、外国にルーツを持つ子
どもと保護者への就学・生活支援を実施します。
また、入学や進学に関する情報について、ガイド
ブック等を活用し、やさしい日本語や多言語での
案内を推進します。

こども子育て課
こども支援課
教育総務課

12 外国にルーツを持つ児
童生徒の学習環境整備

日本語指導の体制整備を推進し、通訳・翻訳や
学習補助を行う日本語指導教員等の配置を検討
します。また、多言語に対応した図書の整備を
進め、外国にルーツを持つ児童生徒の学習環境
の充実を図ります。

教育総務課
図書館

№ 取組名 取組内容 担当課

13 子育て・母子保健の多
言語支援の充実

子育て支援の情報をやさしい日本語や多言語で提
供するとともに、母子保健の相談や指導で翻訳ツー
ルを活用し、必要に応じて通訳を活用するなど多
言語での支援体制を整備します。

こども子育て課
こども支援課

14 外国人保護者の学校・
地域活動への参加支援

外国人保護者が学校や放課後活動の内容やルール
を理解できるよう情報提供や支援を実施し、PTA
活動や保護者間の交流への参加を促進します。

こども子育て課
教育総務課
社会教育課

№ 取組名 取組内容 担当課

15 乳幼児健診や健康情報
の多言語化

乳幼児健診や食生活改善などに関する情報を、や
さしい日本語や多言語での提供を推進します。 こども支援課

16 医療受診環境の整備
予防接種や健康診断の情報提供を推進し、予診
票や問診票の多言語化、必要な場合に通訳支援
を検討するなど、医療機関を受診しやすい環境整
備に努めます。

健康推進課
医事課



№ 取組名 取組内容 担当課

17 町会における多文化へ
の理解促進

外国人市民の文化や生活習慣を紹介する資料を作
成し、町会連合会との連携を通じて多文化理解を
広げます。

生活環境課

18 日本文化や地域慣習等
への理解促進

生活に関するやさしい日本語の手引き等を作成
し、町会連合会を通じて日本文化や地域の慣習
等に関する理解を促進します。

生活環境課
№ 取組名 取組内容 担当課

19 放送媒体を活用した情
報提供の推進

行政サービスや生活ルール、日本語学習など多文化
共生に関する番組を制作・放送を通じた、市民への
情報提供を検討します。

国際交流室

20 日本人市民の多文化共
生に対する理解促進

広報やＳＮＳ等を活用し、外国人市民との多文化共
生に関する情報発信を行うなど、意識啓発に努めま
す。

総務課
国際交流室

21 教職員等の多文化理解
の促進

教職員等を対象に、多文化共生や外国人市民の人権
に関する理解を深める啓発等を検討します。

国際交流室
こども子育て課
教育総務課

22 国際理解教育の推進
学習指導要領に基づき、総合的な学習や道徳教育等
を通じて、外国の文化や人々を尊重する心を育む教
育を実施します。

国際交流室
教育総務課

23 多文化理解の促進
講演会やワークショップ、文化体験、スポーツ交流な
どの機会を通じて、日本人市民と外国人市民が互い
の文化を理解し、交流を深める取組を推進します。

国際交流室
こども子育て課
商工労働観光課
教育総務課
社会教育課
スポーツ課
公民館、図書館



№ 取組名 取組内容 担当課

24 地域貢献活動への参加
促進

清掃活動や自然環境保全など、地域の維持・保全に
関わる活動に、外国人市民も参加しやすい環境整備
を推進します。

生活環境課

25 まちづくり活動への参加
促進

地域コミュニティの活性化のためのまちづくり活動
に、外国人市民も参加できる環境整備を推進します。 総合政策室

№ 取組名 取組内容 担当課

26 多文化共生の推進体制
の整備

多文化共生を推進する母体として（仮称）根室市
国際交流協会の創設を検討するなど、交流の機会
づくりを進めます。

国際交流室

27 交流・相談の拠点整備 既存の公共施設を活用するなど、多文化共生に関
する交流や相談の拠点整備を検討します。 国際交流室

28 国際交流ボランティア
制度の運用

多文化共生等に関するイベントや地域活動等に
おいて、外国人市民の参加をサポートする国際交
流ボランティア制度の運用を検討し、協働を促進
します。

国際交流室

№ 取組名 取組内容 担当課

29 市民が共に参加する地
域交流の推進

日本人市民と外国人市民が共に参加できる交流
の場の提供や、地域イベントの情報を周知すると
ともに、参加しやすい環境整備を推進します。

国際交流室
商工労働観光課
図書館及び各課

30 イベント参加を支える
環境づくり

翻訳機器の活用やパンフレット等の多言語化に
より、外国人市民が地域のイベントや活動に参加
しやすい環境を整えます。

国際交流室
公民館及び各課



№ 取組名 取組内容 担当課

31 受入れ環境整備の推進
飲食・宿泊・観光施設等における多言語案内や翻
訳機器の導入を支援し、外国人観光客が利用しや
すい受入れ環境を整えます。

商工労働観光課

32 魅力発信の推進
観光情報の多言語発信やプロモーションを行うと
ともに、外国人材に選ばれるため、関係団体と連
携して魅力発信や海外 PR 活動を推進します。

商工労働観光課

№ 取組名 取組内容 担当課

33 国際交流と貿易促進
官民が連携して海外市場との交流活動を実施し、
輸出や輸入に向けた取組を進めます。国際的な往
来を通じて地域活性化とグローバル化への対応を
強化します。

総合政策室

№ 取組名 取組内容 担当課

34　 国際姉妹都市等との交
流促進

国際姉妹都市等との交流を継続し、相互理解と友
好関係の維持・発展に努めます。 国際交流室





団体等区分 団体 役職 委員氏名

経済団体 根室商工会議所 専務理事 野田 敏

町会 根室市町会連合会 事務局長 齋藤 博士

教育団体 根室市立学校校長会 副会長 竹村 雅裕

福祉団体 根室市社会福祉協議会 事務局長 星山 祐二

行政 北海道根室振興局
地域創生部地域政策課 地域政策課長 丸山 勝之

就労関係 根室公共職業安定所 統括職業指導官 前田 亮介

警察 根室警察署 警務課長 柴田 純裕

水産団体 根室水産協会 流通加工部会長 齋藤 栄寿

交流団体 根室商工会議所
（根室ベトナム交流協会） 課長 大廣 圭亮

交流団体 （公社）北海道国際交流・協力総合センター 部長代理 小田島 道朗

公募による者 市内在住外国人等 団体職員 タムトゥイニン

公募による者 市内在住外国人等 団体職員 ランティホア

回 開催日時 議事内容

第1回 2025年8月25日（月）

（1）在留外国人の現状について
（2）これからの10年を見据えた多文化共生の推進について
（3）多文化共生推進プラン策定スケジュールについて
（4）アンケート調査内容について
（5）多文化共生推進プランの構成（骨子案）について
（6）先進事例について

第2回 2025年12月8日（月）
（1）市民アンケート調査の結果について
（2）基本理念について
（3）根室市多文化共生推進プラン（案）について

第3回 2026年2月17日（火） （1）根室市多文化共生推進プラン（最終案）について
（2）今後のスケジュールについて





［概　要］ 在留資格の更新や変更、入国・在留に関する制度全般について、多
言語で案内・相談を受け付けています。

［連絡先］ （Tel）0570-011-000

［概　要］ 専用の相談電話（ナビダイヤル）を通して、日本語を自由に話すこ
とができない方からの人権相談に応じています。

［連絡先］ （Tel）0570-090-911

［概　要］ 日本語教育に関する教材、カリキュラム、報告書、論文、施策資料
等を横断的に検索できる情報検索サイトです。

［連絡先］ （E-mail）nihongo@mext.go.jp

［概　要］ 在住外国人からの生活や就労に関する相談を多言語で対応するため
の相談窓口です。

［連絡先］ （Tel）011-200-9595　　（E-mail）support@hiecc.or.jp

［概　要］ 多文化共生施策の推進や外国人市民の生活相談窓口です。

［連絡先］ （ Te l ）0153-23-6111（代表）
（住所）根室市常盤町 2 丁目 27 番地　根室市役所 3 階

項目 技能実習制度 育成就労制度（案）
目的 技能移転・国際貢献 人材育成・人材確保
在留資格 技能実習1号、2号、3号 育成就労
在留期間 1号（1年）、2号（2年）、3号（2年） 原則3年
転籍の可否 原則不可 本人の意向により条件付きで可
日本語要件 特に規定なし A1（N5）以上あるいは相当講習
特定技能1号への移行 同一職種の場合、試験免除 明確に接続（試験合格が必要）
管理機関 監理団体 監理支援機関






